
ているようですが、その具体的な内容は不明確で、例

えば本当の目的は生活費であったとしても、銀行でお

金を引き出す行為の目的を捜査当局が「テロ資金の調

達のが目」と見なせば、準備行為の容疑として成立し

てしまう恐れがあります。

　適用対象になる犯罪は法定刑が 4 年以上の 277 にのぼ

り、乱用されれば思想の抑圧、人権侵害や市民監視の強化、

市民活動などへの

萎縮効果をもたら

しかねません。

　さらに「共謀罪」

の摘発を名目とす

る監視や会話の傍

受など、極めて広

範囲にわたって捜

査権限が濫用され

る恐れがあります。

●賛成10・反対17

　政府が進めるという「働き方改革」。これは労働

者だけでなく、市民のワークライフバランス、流

山市の子育て・教育施策、まちづくりのあり方、

財政などにも大きな影響を及ぼす。市長の見解は？

　政府の働き方改革」には懸念材料も。そもそ

も、「働き方改革実現会議」の委員には日本経団連

も入っているが、経団連の会長や副会長の関わる

17 の企業の時間外労働の実態はひと月 100 時間

超えがほとんど。中には 400 時間（過労死ライ

ンの 5 倍！）の時間外協定を結んでいる企業すら。

　さらに、政府与党は今も「高度プロフェッショ

ナル労働」法案＝残業代ただ働きの法案を国会に

出する考えを捨てず。年収が 1075 万円以上の特

別な者だけが対象と言うが、経団連は「他の職種

の労働者にも拡大すべき」と言っている。

　同一労働同一賃金も抜け穴だらけ。「ヨーロッパ

型の同一労働同一賃金は日本では無理だ」と言い、

均等待遇ではなく「均衡待遇を目指す」、転勤に応

じるなどの条件を反映させると言う。働く者の立

場に立った改革になるかが危ぶまれている。

＜市長の答弁＞中間層の厚みを増し、経済の成長

と分配の好循環を目指すことが目指されている。

不合理な待遇差の是正を求める労働者のための法

整備を行い、実効性のあるものにすることが必要。

様々な課題も残されており、政府の論議が進むも

のと考えている。

　東日本大震災と福島原発事故に伴う「自主避難

者」に対する住宅支援が 3 月末で打ち切られる。

流山市内に避難をしている方への市の支援を問う。

ア　住宅支援への取組みについて。
　独自の取組を行っている自治体がある。県営・

市営住宅などの優先入居枠、家賃や引っ越し費用

の補助、不動産業界への働きかけなど。山形県の

米沢市、兵庫県の宝塚市などでは住宅を無償提供。

件数が多ければ予算の面でも大変だが、流山市へ

の「自主避難者」は多くない。しかもこれは数の

問題ではなく、人権問題、生活問題として極めて

切実で重要な問題だ。

イ　その他の支援策について。
　ＮＰＯ「避難の協働センター」実施の相談事業

に寄せられた意見では次のようなものが多い。

　①住宅の確保：新しい住宅が見つからない、公

営住宅に当選しない。②所得・生活：収入が低い、

民間賃貸住宅の補助対象になるかどうか不安。③

就学：子どもの就学や新たな転校に関して不安。

④健康：現在通院中、健康が不安。⑤就労：仕事

がない、新たな移転先で仕事が見つかるか不安。

　こうした中、多くの自治体が次のような支援を

行っている。相談窓口の設置、保育園の保育料無

料化、幼稚園利用料補助、就労支援・嘱託職員と

しての雇い入れ、地域コミュニティとの調整、各

種利用料や手数料の減免、国民健康保険税・介護

保険料・上下水道料金の減免等々。

　また、避難してきた子どもへのいじめなどが千

葉県内でも発生している。子育て・教育現場での

サポートは極めて重要となっている。

＜市民生活部長の答弁＞政令等に基づき実施して

いる支援はある。が、３月末の住宅支援打ち切り

に対する市の独自支援策は考えていない。国や福

島県の今後の動向により対応を検討する。

■
流
山
市
議
会
議
員
及
び
流
山
市
長

の
選
挙
に
お
け
る
選
挙
運
動
の
公
費

負
担
に
関
す
る
条
例
及
び
流
山
市
長

の
選
挙
に
お
け
る
ビ
ラ
の
作
成
の
公

費
負
担
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改

正
す
る
条
例
の
制
定
に
つ
い
て

　

選
挙
の
公
費
負
担
制
度
は
、
立
候

補
に
際
し
て
の
機
会
均
等
や
候
補
者

間
の
選
挙
運
動
の
公
平
性
等
を
保
障

す
る
た
め
の
制
度
で
あ
り
、
そ
の
役

割
を
果
た
し
て
き
て
い
ま
す
。
し
か

し
、
公
費
負
担
制
度
が
持
つ
も
う
ひ

と
つ
の
重
要
な
役
割
、
お
金
の
か
か

ら
な
い
選
挙
の
実
現
を
目
指
す
と
い

う
側
面
は
、
本
当
に
そ
う
な
り
得
て

い
る
か
、
検
証
が
必
要
で
す
。

　

釈
然
と
し
な
い
の
は
、
引
き
上
げ

の
理
由
と
し
て
消
費
税
増
税
と
い
う

国
の
間
違
っ
た
政
策
の
影
響
が
あ
げ 「

働
き
方
改
革
」
ど
う
と
ら
え
る
？
　

原
発
事
故
避
難
者
へ
の
支
援
策
は
？
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ら
れ
て
い
る
点
で
す
。
そ
も
そ
も
現

在
は
長
い
不
況
下
に
あ
り
、
物
価
の

停
滞
が
続
い
て
お
り
、
選
挙
用
の
ポ

ス
タ
ー
な
ど
の
印
刷
・
加
工
費
、
宣

伝
カ
ー
の
借
り
上
げ
料
金
な
ど
が
、

消
費
税
増
税
と
並
行
し
て
上
昇
し
て

　安倍政権は、2020 年の東京オリンピック・パラリ

ンピックを無事に迎えるため、テロ対策のために「共

謀罪」が必要だと言います。そのために、法律の名称

を「テロ等組織犯罪準備罪」と改め、適用対象や対象

市
長
選
・
市
議
選
の
公
費
負
担
引
き
上
げ
に
反
対
し
ま
す

　

第
１
回
定
例
市
議
会
で
も
多
く
の
議
案
や
発
議
が
提
出
さ
れ
ま
し
た
。
阿
部
治
正

は
予
算
案
を
含
め
５
つ
の
討
論
を
行
い
ま
し
た
が
、
う
ち
の
３
つ
を
ご
紹
介
し
ま
す
。

■市政に影響及ぼす「 働き

方改革」 への見解は？

3 月議会で一般質問

い
る
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

何
よ
り
も
、
公
費
負
担
制
度
は
、
市

民
が
厳
し
い
生
活
や
営
業
の
中
で
苦
労

を
し
て
納
め
た
税
金
が
原
資
と
な
っ
て

い
ま
す
。
そ
の
こ
と
を
考
え
れ
ば
、
消

費
税
増
税
を
前
提
と
し
て
容
認
す
る
か

の
よ
う
な
、
ま
た
ポ
ス
タ
ー
な
ど
の
印

刷
代
、
宣
伝
カ
ー
の
借
り
上
げ
料
金
の

実
勢
の
検
証
も
無
い
ま
ま
の
公
費
負
担

増
額
は
、
安
直
に
過
ぎ
ま
す
。

●
賛
成
２
６
・
反
対
１
（
阿
部
）

「共謀罪」 の新設に反対

する意見書に賛成します

■福島県などからの避難者

への支援策は？

■
議
案
第
５
号　

流
山
市
職
員
の

育
児
休
業
等
に
関
す
る
条
例
及
び

職
員
の
勤
務
時
間
・
休
暇
等
に
関
す

る
条
例
の
一
部
の
改
正
に
関
す
る

条
例
の
制
定
に
つ
い
て

　

１
点
、
強
く
意
見
を
付
し
て
賛
成

し
ま
す
。

　

育
児
休
業
等
の
対
象
と
な
る
子
の

拡
大
、
介
護
を
行
う
職
員
の
時
間
外

勤
務
の
免
除
、
介
護
休
暇
の
回
数
の

増
加
、
介
護
時
間
の
新
設
は
、
と
も

に
賛
成
出
来
ま
す
。

　

し
か
し
休
暇
の
分
割
取
得
の
回
数

を
「
３
回
を
上
限
」
と
す
る
の
は
問

題
で
す
。
介
護
が
必
要
な
期
間
が
長

く
な
る
場
合
、
３
回
を
ど
う
配
分
す

る
か
で
悩
ま
し
い
問
題
を
生
じ
さ
せ

ま
す
。
３
回
目
を
使
い
切
る
と
き
に

は
大
変
な
悩
み
が
生
じ
ま
す
。

　

そ
も
そ
も
介
護
が
必
要
な
者
が
近

く
に
住
む
と
は
限
り
ま
せ
ん
。
遠
隔
地

に
住
ん
で
い
る
か
も
し
れ
な
い
し
、
飛

行
機
に
乗
っ
て
帰
っ
て
何
日
間
か
介
護

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
ケ
ー
ス
も
あ
る

で
し
ょ
う
。
親
族
間
で
相
談
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
場
合
も
あ
る
は
ず
で

す
。

　

無
制
限
と
い
う
わ
け
に
は
い
き
ま

せ
ん
が
、
せ
め
て
５
回
、
６
回
以
内

と
し
て
も
、
業
務
の
管
理
や
運
営
に

障
害
が
生
じ
る
こ
と
は
無
い
と
思
わ

れ
る
し
、
ま
た
障
害
が
生
じ
な
い
よ

う
な
職
場
の
体
制
や
人
員
を
確
保
す

べ
き
で
す
。
●
賛
成
２
７
（
全
員
）

育
休
の
分
割
取
得

「
上
限
３
回
」
は
少
な
い
が
、

賛
成
し
ま
す

私たち「組織的犯罪集団」？

話し合うだけで罪に
なるんだって

犯罪数を減らすとしていま

すが、対象とされる「組織

的犯罪集団」の定義は曖昧

で、拡大解釈が可能な上に、

それに当たるかどうかは捜

査当局の判断に委ねられて

しまいます。

　また構成要件に「準備行

為」を加えることを検討し
もう自由におしゃべり出来ないね



シティセールスイベントや、知名度とイメージ向上の

情報発信に取り組むと言います。

　「都心に一番近い森のまち」、「子育てにやさしい流

山」と言いながら、実際にはみどりが大きく減らされ、

保育所不足や学童クラブ不足を通り越して小中学校の

教室や校舎の不足。流山に引っ越してきたが期待外れ

だった新住民の方たちが落胆しているように、イメー

ジ倒れ。それ以前に、そのイメージ自身が、開発主義、

ハイカラ趣味、他の自治体の二番煎じ。新たな「ブラ

ンディング戦略」と言いますが、イメージ戦略とかブ

ランディング戦略という発想自体が、市民の生身の暮

らしをあずかるものとしては、薄っぺら過ぎます。

　いま求められているのは、子育て支援や高齢者福祉

に本気で力を入れるまち。格差や貧困対策に本気で取

り組むまち。放射能汚染ホットスポットとなった事実

については、問題を隠すのでは無く、最後まで徹底し

た線量測定や食品検査を行うことを宣言し、何よりも

子どもたちの健康対策に取り組む姿勢を見せてその汚

名を返上していくような取組みこそが求められている

のに、それとは逆方向を進んでいます。

  「公民パートナー
シップによる構想実
現と効率的、効果的
行財政運営」について。

　公民パートナー

シップが安上がり委

託に偏して、行政サー

ビスの質の劣化をも

たらしています。

　効率的、効果的な行財政運営とやらが、定員適正化

の名の下で人員不足をもたらし、市政が住民に顔を向

けた姿から遠ざかっています。一例を挙げれば、市民

総合体育館の使用料の免除や減額が、「高齢者と障が

い者」とされて難病者が排除されてきたこと。難病者

に減免措置を講じている自治体は少なくなく、そうし

た地域から流山市に引っ越してきた方はガッカリして

います。こうしたことが起きるのも、庁内の各部署の

連携がとれていないこと、それをとる余裕が失われて

きていることと無関係ではありません。適正に人員が

確保され、庁内各部署が相互に目配りや情報交換・意

見交換が行える職場であれば生じなかった問題です。

　以上は、流山市の施策や事業の誤りのほんの一例で

すが、見過ごしに出来ない過誤であり、それ故に予算

案に反対するものです。　●賛成２２・反対５

　私は一昨年、子ど

もの貧困対策として

市内の実態調査を求

めたが、無反応。保

育所や学童クラブの

整備が子どもの貧困

対策だという答弁も

ありましたが、その

ものズバリの貧困対

策とは言えません。

流山でも、今は、直接的な子どもの貧困対策、就学援

助の拡大・充実や学習支援などが求められており、ま

た子ども食堂なども検討されてしかるべきです。

　保育園、学童クラブの整備では、急づくり故の職員

不足や保育の質の劣化を招かない保障が必要。保育園

は第三者による外部評価の仕組みを推進すると言いま

すが、その前に深刻な事故を招かない、事前の確かな

仕組みづくりが重要です。

　市は、高齢者が地域で生き生きと過ごすために、行

政が担う役割は大きいと言います。そう言っておきな

がら、実際には介護保険制度改悪に率先追随して、要

支援者へのサービスをさっさと新総合支援事業に移し

てしまう、専門職ではない市民、ボランティアなどに

委ねることで、安上がり介護の推進役となっています。

市民との協働の美名の下、結局は介護従事者の賃金や

労働条件を押し下げる役割を果たしています。

  

　「賑わいと活気に満ちた流山」を目指す施策について。

 「創業支援事業計画」や子育て中の母親への「女性向

け創業スクール」の推進。ふるさと納税については、

市内産品の PR や歳入確保を図るため、返礼品を充実

させる、百貨店と連携した取組みを進めると言います。

　創業支援も大事ですが、その前提として既存の事業

者の不安や困難を取り除く支援、将来に希望を持てる

ようにするための支援こそ重要です。

　「ふるさと納税」の制度が、税制全体に歪みをもた

らし、とりわけ高額所得者や富裕者に有利な制度と

なっている事への反省は皆無。こうした制度は、一時

的に注目を浴びても決して長続きするものではなく、

市の財政の支えとなり得るものでもありません。

 「市のイメージ向上と企業・住民誘致」策として、

 

 

  まず「整備・開発と
自然環境のバランス
のとれた流山」として

打ち出されている施策

と予算について。

  おおたかの森駅の北

口の「市有地活用事業」

として、マンション・

ホ テ ル の 建 設、 コ ン

サートホール・市民相

談センターの開設を予定。しかし数百戸分のマンショ

ン建設は、この周辺で更なる急激な人口増、子どもの

数の増加をもたらすことは必至。保育園、学童クラブ、

小中学校の更なる不足をもたらし、流山市全体のま

ちづくりの歪みを一層拡大。ホテルは、東京オリン

ピック・パラリンピック需要以外に拠り所は示され

ず、五輪ブームの後のことは考慮されず。

　市は、人口減少時代を見据えなければならないと

も言います。それは必要なことですが、流山市はそ

れ以前に、現在の人口・子どもたちの急増、それと

保育所や学校等の不足との衝突をどう回避するかが

喫緊の課題です。残念ながら、そうした危機意識と、

危機回避のための効果的な方策は示されていません。

  

 　次に「生活の豊かさを実感できる流山」について。

 　生物多様性では、グリーンフェスティバルやまち

なか森づくりプロジェクトを進めると言います。しか

し、大堀川の景観のためとして、一定箇所に数百本

の桜を植樹する計画はどうか。みどりの環境づくり

に欠かせない視点である、元からその地域に根付い

た樹種を、複数種バランス良く植樹するのがベスト

とされる近年の知見や生物多様性の考えに反します。

 　廃棄物処理は、適切な収集・処理に努めると言い

ます。しかし実際に行われていたことは、収集事業

③②

待
機
児
・
教
室
不
足
・
子
ど
も
の
貧
困
対
策
と
介
護
充
実
を

2017 年度予算案への反対討論

　阿部治正は、第１回定例市議会（２月１６日～３月２１日）の最終日に５つの討論を行いました。いずれも

市民の暮らし、健康、安全、そして市民が主体の市政の必要を強く主張した討論です。この2～３頁で「一

般会計予算案」への反対討論、4 頁で 2 つの議案と１つの決議案ついての討論要旨をご紹介します。

者の側においては事業系ゴミの家庭系ゴミに混入す

る不正。ゴミ出し事業者の側でも、“家庭系ゴミに事

業系ゴミを混入するな”と収集業者の職員が指摘し

ても、それが通らない状況が放置されたまま。

　常に防災・減災への体制づくりが必要と言いなが

ら、通常の自然災害への備えだけで、原発事故のよ

うな深刻な人為災害・産業災害に対する備えは不十

分。福島原発は流山から 200 ㎞も離れていましたが、

大量の放射性物質を東葛の地域一帯にまき散らし、

いまも対策に追われています。福島原発事故は、あ

り得る最悪のケースをたどらないですみ、1 ㎡あた

り 6 万から 10 万ベクレル、放射線管理区域の 2 倍

強の汚染にとどまりました。流山市には、最悪のケー

スも想定外とはしない対策、が求められています。

  

  次に「学び、受け継がれ、進展する流山」。
　小山小学校に続いての、おおたかの森小中併設校

の開校まもなくにしての教室 ･ 校舎不足。その総括

が為されないままの新たな学校建設計画ですが、新

設の小学校の開校目途は 4 年後の春。小学校ととも

に深刻であるはずの中学校の教室不足問題は提起さ

れず。これでは保護者の不安は解消されません。この

計画で、子どもたち

の受け入れは十分か。

4 年後には多くの小

学生が中学生に、ま

た中学生は卒業。子

どもたちや保護者の

不安や不利益にどう

向き合うのか、明確

な姿勢が見えません。

　  

  「誰もが充実した生涯をおくることができる流山」
について。

●ＴＸ沿線開発と自然環境
とのバランスは保たれたか

まちづくりの基本は暮らしと福祉！

●みどりの環境づくり、廃
棄物行政に問題は無いか

●保育所・学童クラブ・学
校不足は解決されるのか

●子どもの貧困対策、介護施
策の建て直しは待ったなし

  

●創業支援だけでなく既存
事業者支援の充実を

●イメージ戦略より暮らし
と福祉の実質の充実を

●人員抑制と安上がり委託やめ
て行政サービスの質の重視を


